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データでみる 

あなたのすぐ側にいるガイコクジン 

２０２６年１月 18日 

地域と協同の研究センター研究員 

外国人実習生ＳＮＳ相談室 榑松佐一 

昨年の参院選では日本人ファーストが叫ばれ外国人バッシングがありました。日本にはすでに

多くの外国人労働者が働いています。自動車下請け企業、みなさんが毎日利用しているスーパー

の食品工場、介護職場も外国人労働者なくしてはできません。地域によっては住民の一割以上が

外国人というところもあります。しかしほとんどのみなさんは、それらの外国人と話したり、友達になっ

たことがないと思います。実は外国人バッシングをしている人たちの多くも同じだと思います。労働

者で一番多いのはベトナム人ですが、なかには中国が嫌いという理由で、どこの国かもわからず

「ガイコクジンは出ていけ」と言っている人もいます。 

私は長く外国人研修生・実習生からの相談を受けてきました。言葉や習慣は違っても一人ひとり

同じ人間です。でもなかなか知り合いになる機会は少なく、勇気も必要です。そのためにまず「あな

たのすぐ側にいるガイコク人」について知ってもらえるものを作りました。ぜひ皆さん、あなたの側に

いる外国の方に、やさしくゆっくり話しかけてみてください。 

 

（１）急増する外国人労働者とその背景 

（２）在留資格とは 

① 技能実習、②特定技能、③技術・人文知識・国際（技人国）、④留学生（資格外活動） 

（３）私たちのくらしになくてはならない外国人労働 

①中小企業を支える労働者 

②私たちの食を支える労働者 

③高齢労働者の多い産業と 25年問題 

④高齢化による要介護者の増加と職員不足 

（４）外国人労働者のさまざまな問題 

①実習生は「奴隷労働」？ 

②「移籍の自由」が金儲けに 

③「技人国」ならぬ「偽人国」 

④問題は「技人国」だけではない 

⑤圧倒的に足らない入管職員 

⑥自治体任せの多文化共生 

（５）外国人ってどこの国から 

①外国人バッシング 

②外国人はなぜ日本にくるのか 

③各国の送り出し事情 
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（１）急増する外国人労働者とその背景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入管庁資料 

以下特に注記の

ないものは同 

 

 2015年からの 10年間で外国人の数は約 200万人から 400万人へと倍増しています。その一番

の理由は 2015年に「団塊の世代」が 65歳となり、現役労働者が不足したからです。いっぽう日本

人は少子化と進学率の上昇で高卒の新

卒就業者数が 1990年の 80万人から現

在は 20万人程度に激減しています。そ

して、この現象は今後さらに拡大して行

きます。 

2025年には団塊の世代が 75歳とな

り、労働参加率がさらに低下します。高

齢労働者の多い建設業・農業でも退職

が増えています。 

高齢者の労働参加率（内閣府「労働力調査」） 

２０１２年 → ２０２１年 

65才～69才 38.2％→54.9％ 

70才～74才 24.4％→35.6％ 

75才以上   8.2％→12.2％ 
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〇番号の図表は「外国人急増、

日本はどうなる（海老原嗣生）」

から。以下同 

 

出身地もさまざまに 

現在外国人の割合は 3％程度ですが 2070年には 10％に届くという予想もあります。同時に労

働者の増加で出身国も大きく変わっています。2010年ごろまでは中国・韓国からの定住者、ブラジ

ルなどの日系人が主でしたが、今ではベトナムが 17％を占め、さらにフィリピン、ネパール、インド

ネシアが多くなってきています。近年はミャンマー・カンボジア・スリランカなどいろんな国から来るよ

うになっています。 

入管資料（以下説明のないものは同） 
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（２）在留資格とは 

日本に住む外国人には在留資格があります。在留資格は在留目的・在留期間に制限のない定

住者・永住者などと就労目的の在留資格で大きく分かれます。また就労資格ではありませんが留学

生や配偶者なども週 28時間の就労ができます。（長期休業期間は週 40時間） 

  

労働者が増加  

 以前は戦中戦後からの中国・韓国人と日系人が大半でしたが、2000年以後は技能実習、技術・

人文・国際、そして 2019年に新設された特定技能など就労目的の在留資格が増えています 
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① 技能実習 

90年代に「技能移転による国際貢献」という名目で未熟練労働者を受け入れる外国人研修制度

が始まりました。当初は主に縫製業でしたが 2000年頃から自動車産業下請けに広がりました。私

が外国人研修生支援を始めた 2007年は全国で７万人、愛知・岐阜・広島・静岡の順でした。それ

ぞれトヨタ・マツダ・スズキの関係企業が集中しています。当時 1年目の研修生には労基法、最低

賃金が適用されず「中国人 300円、ベトナム人 400円」などという宣伝がまかりとおっていました。こ

こに批判が強まり 2009年に 1年目から「実習生」となり労働法が適用されるようになりました。 

その後 2017年に「技能実習法」（外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関

する法律）が施行され、今では 46万人、受け入れ職種は 91職種、168作業に拡大しました。 

 

（出典）令和 6年度外国人技能実習機構業務統計 

  

https://www.otit.go.jp/system/research/statictics/2024/index.html
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② 特定技能 

実習制度が「労働力不足を補うための手段として行われてはならない」という建前のため、国は人

手不足の産業を対象とするあらたな在留資格「特定技能」制度を設けました（2019年 4月施行）。

技能実習を 3年間終了した場合にはそのまま特定技能に移行することができ、職種を変わる場合

には試験を受けて他の特定技能になることができます。海外でも試験が行われています。 

 コロナ禍で少し出遅れましたが、2022年以後は急速に拡大、現在では 16分野に拡大し 25年に

は 33万人と急増しました。5年間の特定技能 1号に続き、特定技能 2号も徐々に増えています 

 

出身国も変化 

開始直後はコロナ禍で新規入

国ができず技能実習から変わる

ベトナム人が多かったのですが、

ベトナム国内では特定技能の試

験が少なく、近年はインドネシア、

ミャンマーが増加しています。ここ

からはベトナムが少ない建設・介

護の分野で増えています。 

ネパール人はこれまで 8割が

留学資格でした。国内に技能実

習送り出し機関がなかったのです

が近年技能試験が増えて今後は

特定技能が増えていくようです。  
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③ 技術・人文知識・国際（技人国） 

専門的分野でもっとも多いのが「技人国」です。この 2、3年大卒技能職の不足で急増してきまし

た。中国での大卒給与低迷、ベトナムでの進学率上昇に見合う求人の不足、ミャンマーの徴兵制

などがあって増えています。スリランカの急増も母国での事情があり、平和な日本で長く働きたいと

いう希望があるようです。 

 母国の大卒で日本での月給は 18万円以上（事実上）とされてきましたが、近年はレベルが下が

り、日本語試験が不要のためか「偽人国」と思われる事例が増えています。後述しますが、国内の

日本語学校出身の技人国が増えており、派遣労働者が多いことが問題になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         朝日 251124  
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④ 留学生（資格外活動） 

技能実習生は対面販売などの職種ができないため、大手コンビニチェーンは留学生を大量に使

うようになりました。就労目的でくる外国人が大半で厚労省は労働者でカウントしています。調査に

いったベトナム中部のハローワークでは留学とアルバイトを同時に募集していました。  

国は 2020年目標の「留学生 30万

人計画」を早々に達成し、2033年ま

でに 40万人を目指す新たな国際教

育戦略をたてました。 

 留学生で多いのは中国（36.7％）、

韓国、台湾です。優れた人は母国で

の大卒給与が低いため日本にきてい

ます。 

 いっぽうその他の多くは日本語学

校と専修学校で、技人国への変更を

めざすものです。 

「2024年度外国人留学生状況調査結果」 

 近年は日本人の介護福祉士専門学校入学希望者が減り過半数が外国人となっています。介護

福祉士をとれば、在留期限のない在留資格「介護」が取れるからです。 

高卒で日本の専門学校・日本語学校を卒業し

ても、Ｎ４程度の日本語能力しかないため技人

国になれず、授業料を返すため特定技能で働く

外国人が少なくありません。 

 

介護留学生、過去最多３０５４人  

コロナ収束で４年ぶり増  

信濃毎日デジタル 2024/11/24  

 

大学とのインターンシップ 

2025年のインドネシアスタディツアーでは 2大学を訪問しました。いずれもインターンシップを積

極的に行っていました。インターンシップでは在学期間中に日本の企業で 6か月間働き、これが就

学期間として認められます。卒業後に 3割から 4割が日本での技人国での就職を希望していまし

た。インドネシアでは大卒の就職難もあり、D大学では日本の道府県と産官学連携の協議を進めて

いました。 

 Ｎ大学は長野県のＡ社と協定し、卒業後は技人国として日本の企業に就職できる面接を兼ねて

いました。インドネシアでは大卒の就職難で関心を持つ学生が多くなっています。この大学では

2024年卒業生 808名中 364名（45％）が日本での就職を希望していました。 

北海道や長野県のスキー場では冬の農閑期にきていた農家が減り、英語の話せるインターンシ

ップがインバウンドで急増する外国人の対応をして助かっているそうです。 
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（３）私たちのくらしになくてはならない外国人労働者 

①中小企業を支える労働者 

外国人労働者のうち 36.2％が従業員 30人未

満の企業で、78.8％が 499人以下の企業で就労

しています。中小零細企業では生産性・賃金水

準が低く、日本人労働者の確保に苦労し、外国

人頼みになっています。 

2026年 3月卒業予定の大卒求人倍率は、従

業員 5000人以上の大企業が 0.34倍、1000～

4999人の企業では 1.05倍、300～999人の企業

では 1.43倍、300人未満の企業では 8.98倍。 

  高卒は厚生労働省の 2023年度のデータで従

業員 5〜29人の企業で有効求人倍率が 12倍、

1〜4人の企業は 75倍という高い数値となってい

ます。                            リクルートワークス研究所の調査 

 高卒の求人が激減するなか、「偽人国」の派遣が増えています。 

 

産業別の割合 

外国人労働者が就労している業種を見る

と、「製造業」（59.8万人）が最も多くなって

います。「卸売業、小売業」（29.8万人）、

「宿泊業、飲食サービス業」（27.3万人）、

「建設業」（17.8万人）、「医療、福祉」（11.6

万人）の 5業種で、全体の 63.6％を占めて

います。 
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②私たちの食をささえる労働者 

特定技能で最も多いのは飲食料品製造業で 25％を占

めています。みなさんがスーパー・コンビニで買っている食

品パックの大半が外国人によって作られています。 

またヘルパー不足が社会問題となっている介護施設で

も即戦力となる外国人が急増しています。 

その原因として女性の働き方の変化があります。2010年

代になると「女性活躍社会」のもと正規で働き続ける女性

が増えていきます。いっぽうこれらの職種では比較的年齢

の高い主婦パートが多く働いていました。ここでも高齢化

の影響がでています。2020 年にはコロナ禍による飲食店

の休業があり、主婦パートが大幅に減少しました。 

 そこに 2019 年から始まった特定技能外国人が大量に使

われるようになりました。最近は大きなレストランで働く外国

人も目にするようになってきました。いまや外国人労働者

がいなければ私たちの食生活は成り立たなくなっていま

す。 
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③高齢労働者の多い産業と 25年問題 

団塊の世代が定年を迎えるなかでも製

造業ではＩＴ化や定年延長などで一定数を

確保してきました。しかしここにきて手作業

の多い農業・建設業では超高齢労働者の

引退が増えています。 

●農家の高齢化 

 基幹的農業従事者数は、2000年からの

20年間で、240万人から 136万人におお

よそ半減しました。特に 2015年から 2020

年の 5年間で 2割以上減少し、2023年は

116万人となっています。 

農家の平均年齢は 68.7歳で 70歳以上の層が全体の約 6割を占めています。団塊の世代が

75歳となり、農業でもリタイアが急増してきました。 

 

●建設業界でも 

公共工事予算が減るなか建設労働者は 2000年の 685万人から 2018年 503万人へと激減しま

した。しかし今は既存インフラの老朽化による補修・建て替えニーズの増加で人手不足感が高まっ

ています。名古屋市では昨年 12 月名古屋駅前に並ぶ名鉄百貨店・ホテルなどの建て替えが突如

延期になりました。 

名鉄名古屋駅周辺の再開発スケジュールが白紙に 施工業者から人材確保ができないなどの声上がる

2025/12/12(金) 15:51配信 
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近年は大規模な下水管破裂事故や自然災害も多く

発生し、急を要する工事も多くなっています。 

 建設業は高齢化も進んでいるため代替わりのための

人材も必要です。そのため建設業での外国人労働者

確保が急務となっています。2024 年の「外国人雇用実

態調査」によれば特定技能で 46,632 人、技能実習で

79,414人が働いています。 

 

人手不足割合 業種別 

＜業種別＞正社員：「建設」が 68.1％でトップ、猛暑の影響も    

正社員の人手不足割合を業種別にみると、「建設」が 68.1％で最も高かった。企業からは、「人手不足などが原

因となって契約が不成立となるケースが増えてきている。求人は進めているが、今後が心配」（冷暖房設備工

事、北海道）といった不安の声が相次いでいる。加えて、「残業規制などで社員の労働時間が減っただけでなく、

猛暑によって作業効率が悪くなっている」（塗装工事、山梨県）という声もあがった。猛暑による作業の制限や熱

中症対策の義務化による作業手順の見直しが、人手不足感に影響を及ぼしている実態も表れた。  

次いで、生成 AIをはじめとする IT投資などの需要の多い「情報サービス」（67.6％、前年同月比-4.3pt）が続い

た。「不透明なトランプ関税の動向によって、クライアントの投資意欲が減退している」（ソフト受託開発、神奈川

県）といった声が聞かれ、高水準ながらやや人手不足感が和らいだ。 

 また、低賃金と不規則な労働環境から慢性的な人手不足を背景とした倒産が増えている警備業[1]を含む「メン

テナンス・警備・検査」（66.7％、同+0.8pt）や、ドライバー不足が深刻な「運輸・倉庫」（63.9％、同+0.5pt）など、6

業種が 6割を上回る結果となった。YAHOO ニュース 25/8/19 

 

日本の｢食｣と｢零細企業｣は外国人が支えている 

© 東洋経済オンライン 

中でも特に「食」に関連する分野での就労が目立ちます。例えば、製造業の内訳では「食料品製造業」が 19.0万

人と最も多く、また「宿泊業、飲食サービス業」27.3万人の中でも、大半を占める 23.0万人が飲食店で働いてい

ます。 

海外生産に移行する産業もありますが、サービス業、建設業、農業など国内消費に関する産業は

引き続き労働力不足になります。 
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④ 高齢化による要介護者の増加と職員不足 

高齢化の影響は労働力だけではありません。75

歳を超えると介護を必要とする人の割合が急激に

増えていきます。 

要介護認定率をみると 75歳から 79歳が

11.5％なのにたいし 85歳から 89歳は 47.9％とな

っています。2025年に団塊の世代 230万人が 75

歳をこえ毎年数十万人の要介護者が増えると予

想されます。 

すでに介護人材の不足は大きな社会問題とな

っていますが、今後はさらに人手不足が大きくなり

ます。 

    

2025年 4月からは従来の施設介護に加えて訪

問介護でも技能実習生・特定技能が使えるように

なっています。 

厚労省の「介護労働実態調査 2024」によれば

入所施設の 44.9％ですでに外国人労働者を受

け入れていますが、現在は受け

入れていない事業所でも半数以

上が受け入れたいとしています。

介護人材不足の推計グラフ（提供：Ｓ

ＯＭＰＯケア） 

 

 

介護労働者の現状とこれからの

見込み 
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（4）外国人労働者のさまざまな問題 

①実習生は「奴隷労働」？ 

支援者のなかにも「外国人実習生は無権利状態」という方が少なくありません。マスコミでは「7 割

で労働法違反」という見出しが目立ちます。しかし移籍の自由がある特定技能でも 76．4％で違反

があり技能実習生と変わりません。そもそも技能実習生を受け入れているのは中小零細企業が大

半で外国人がいなくても６割程度の違反はあります。 

 

在留資格別不法残留者数（2025.1．1）をみて

も技能実習生が 11,504 人、特定技能が 7,569

人です。 

知られていない保護制度 

「技能実習制度は移籍の自由がない奴隷労

働」と言われます。しかし国際貢献の建前ですか

ら未熟練労働者が前提で、言葉がわからない、

仕事ができないという理由だけで解雇することは

できません。もともと日本語が話せない外国人で

すから、３年間は会社が責任をもって働かせる

仕組みになっています。 

そのため実習生には「保護法」があり、日本人

が代理人にとして訴える（申告）ことができます。

会社も変われます。私は 100 件もの不正を申告

（告発）し移籍させてきました。 

 特定技能は特別な法律がなく、会社を変わる

ときにブローカーに金をとられていますが入管の

体制だけでは強制調査もできません。日本人と

同じで正当な理由なく解雇された場合には民事

裁判を起こす必要があります。 
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失踪者対策① 

奴隷労働と言われる理由のひとつに失踪問題があります。とくにベトナム・カンボジアは出国時に

大きな借金を抱えているため、実習期間が終わっても帰国せず失踪するケースが目立ちました。こ

れについては両国との協定の見直しや受け入れ制限で減らしています。 

もうひとつ、ミャンマーは「緊急避難措置」とし

て技能実習を修了していなくても、「特定活動」

への在留資格変更を認められたため失踪者が

多くなっていました。これについては見直しが

行われた結果 2024 年年 10 月１日以降、ミャン

マー人の失踪者は大幅に減少しています。 

＜ミャンマー人対策変更後＞ 

技能実習を修了していない場合、原則として「特定活動」への在留資格変更を認めない 

・ 自己の責めに帰すべき事情によらずに技能実習の継続が困難となった技能実習生については、技能実習

継続が困難となった理由や監理団体等による実習先変更に係る必要な措置状況を説明させた上で許否を判断 

 

失踪者対策②  

いっぽうで失踪者の産業別割合をみると建設

業の失踪者が圧倒的に多くなっています。

2023年の建設業実習生 92,015人に対し失

踪者は 4,593人 5.0％で第二位の農業 2.8％

以下ダントツとなっています。 

国交省はこれまでも月給制導入による安定

的な賃金の支払い、建設キャリアアップシステ

ムの登録義務化、建設業許可を要件化、受

入人数枠の設定などを行ってきましたが、ほ

とんど効果がでていません。JACへの加入が

求められていますが「会費だけ取ってなんの

援助もない」という声も聞かれます。 

建設現場では一人親方の事業者も多く、

複数の下請け業者が混ざって働く場もあり、

実情にあった失踪対策が求められています。 
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②「移籍の自由」が金儲けに 

すでに転籍の自由がある

特定技能でも転籍は容

易ではありません。入管

資料によれば特定技能

で１年後も同じ会社に残

っているのは 74％です。

帰国が10％ですから1年

以内の転籍は 16％になります。 

「１号特定技能外国人として入国した者のその後の在留状況について」（第６回特定技能制度及び育成就労制

度の基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議 2025.8.4） 

 最低賃金の高い都市部への転籍や、職種の変更も可能なため建設業から飲食品製造への転籍

などもおきています。しかし、Ｎ４程度の日本語能力しかない外国人が自分で移籍先を探すのは容

易ではありません。全国に 4か所設置された外国人雇用サービスセンターでは高度外国人に対す

る職業相談・職業紹介と外国人を雇用する事業主への雇用管理に関する指導・援助を始めました

が、ハローワークを利用する外国人労働者は一割もありません。入職前居住地が日本であった外

国人労働者の入職経路をみると、「知人、友人」が 43.0％と最も多く、次いで「求人広告（求人情報

誌、インターネット）」が 19.3％、「日本国内の民間紹介会社」が 9.9％となっています。【第 16表】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネットでブローカーが急増 

技能実習制度の監理団体は職業紹介の許可または届け出が必要です。しかし特定技能や技人

国には技能実習のような制度はないので外国人が自分で探すしかありません。入管へ出す変更書

類の手続きも必要になります。新しい育成就労でもそうですが、お客さんである現在の会社から出

ていく外国人を支援する支援機関は稀有です。職業紹介法では本人からの手数料は原則禁止で

すが、大半の外国人は職業紹介法を知りません。そこを狙うのがブローカーです。ネットの場合に

は相手が日本国内にいるかどうかもわからないので職業紹介法の適用すら不明です。 
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② 「技人国」ならぬ「偽人国」も 

2025年 9月に愛知県豊田市の外国人派遣会社ネクセルの社長が逮捕されました。これは 2024

年 12月に賃金未払いの相談があり、東京の NPO「日越ともいき」に支援をお願いしたものです。

29社に 159人派遣し 7,800万円もの未払いがあったと報道されました。派遣先は愛知県東部の豊

橋市から岐阜県におよび、リストを見ると大半が中小零細企業です。なかには一社で 40人も受け

入れている会社がありましたが、どう考えても「専門的・技術的分野の業務」とは思えません。 

中日 25/09/04 

NHK25/09/03 

 

 

 

 

派遣労働者の 1/4が外国人 

技人国の在留資格は①大学等で専攻した分野に関連す

る業務②実務経験が 10年以上ある専門的職種③認定さ

れた専門業務であること（入管の審査基準に基づく）が必要

です。派遣の場合にはさらに高い専門性が求められます。 

派遣では派遣元と派遣先の契約が不備または「偽装請

負」、単純労働（工場ライン、清掃、飲食接客など）を行って

いる、実際の勤務先・業務が入管に届け出た内容と違う場

合などは違法となります。 

 しかし実際には入管は派遣元しか調査しておらず、派遣

先を変更しても把握できていません。 

派遣で働いている外国人は 39.9万人で日本人も含めた

派遣社員総数 154万人の 4人に 1人以上が外国人になっ

ています。（「外国人急増 日本はどうなる」海老原嗣生） 

早急に対応が求められます。 
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④ 問題は技人国だけではない 

国は昨年から土地所有の制限など在留外国人の基準を次々と厳しくしてきました。「経営・管理」

の資産要件は 500万円から 3000万円に引き上げました。この間急増したネパール料理店などが

撤退する可能性もあります。 

出入国在留管理政策懇談会第６回会合 意見から 

「経理・管理」の現状と課題について 

〇「経営・管理」資格には、他の在留資格（たとえば「留学」や「技術・人文知識・国際業務」）とは異なり、学歴要

件が設けられていない。そのため、特定技能や技能実習などの制度では来日が困難な層にとって、本資格が代

替的な来日手段となっている実態がある。申請希望者の多くは、母国における送り出し機関や、日本側の行政書

士・仲介業者等を通じてビザ取得の支援を受けており、その際に高額な費用を支払っているとされる。これは技

能実習制度における初期費用と同程度であり、「経営・管理」資格が実質的に「高額な借金を伴う在留資格」とな

っている現状がある。 

〇例えば、多くの在留資格では風営法関連業種での就労を制限している一方で、「経営・管理」資格ではカラオ

ケ店やバーといった業態の経営に従事する外国人が確認されており、特につい最近、ニュースで報道された大

阪市西成区などではその例が顕著である。 

⑤ 圧倒的に足らない入管職員 

国は業界からの要請にこたえて外国人労働者の受け入れを

急増させています。また円安でインバウンド観光客は 3000万

人を超えています。しかしこれを受け付ける入管審査官は全く

増えていません。 

次々と見知らぬ国からの外国人労働者が入ってきても通訳

は一部の国で、場所もわずかです。曜日指定の電話相談がな

い国からの外国人も働いています。全国8入管から離れた地域

の人は簡単には不正を申告することができません。私は外国人

労働者がよく使うＳＮＳで通訳をいれたチャットをできるよう要求

していますが、一貫して断られています。 

 国は新しい育成就労の受け入れ見込み数を発表しま

した。しかし、国籍も企業ごとの制限も基準がありません。

また育成就労は保護法があり一定の調査権があります

が、人数が増え法務省・厚労省では手に負えなくなって

います。新たな制度では各省ごとの「分野罰運用要領」

としています。 

 特定技能など技能実習法以外の在留資格は特別な法

律はなく要領による「許可」要件までで、実際の運用につ

いては強制的な調査権がありません。 

これでは外国人問題がたくさん発生しても訴える先も

わからず、なかなか解決しません。 
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⑥ 自治体任せの多文化共生 

国は 2020 年に「地域における多文化共生推進プラン」の大幅改訂を行いました。しかしあちこち

の国から無制限に受け入れるだけで後の手当てはすべて自治体任せです。高市政権は「外国人と

の秩序ある共生社会」をうたいますが「もっぱら規制や制度の厳格化だ。肝心の共生への姿は、見

えてこない。」（朝日社説 25/11/14） 

 

全国での外国人住民の割合は

3％程度ですが国は近い将来 10％

程度を見ています。人口減少に悩

む自治体の中には積極的に外国

人を受け入れている地方もあり、

10％を超えているところも増えてい

ます。 

 東京・大阪・名古屋の大都市部で

は留学生が多くなっています。 

技人国、特定技能 2号では家族

の帯同ができます。子どもの数も急

増しています。中学生の年齢で日本に来た場合、日本語授業についていけない生徒が少なくあり

ません。それでも年齢になると卒業になります。国は全都道府県と政令指定都市に最低 1か所以

上の夜間中学設置を求めましたが全く足りていません。日本語教育の教員資格も定めましたがこ

れも不足しています。 

 

自治体が海外都市や大学と協定   

朝日 2025/03/21 

47 都道府県と 20 政令指定都市

の計 67 自治体で海外の政府、自治

体や大学などと結ぶ「国際交流協定

（MOU）」を結んでいる。67 自治体の

うち 28自治体（41.8%）が、14年以降

に計 87本のMOUを締結（締結予定

の 1 本を含む）している。このうち 34

本は 3 大都市圏（東京、大阪、名古

屋）以外の自治体が締結していた。 
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（５）外国人ってどこの国から 

①外国人バッシング 

昨年の選挙で突然始まった「日本人ファースト」。ク

ルド人が悪いっていう人、クルド人ってどこの国？ 

 中国が嫌いで外国人バッシングをする方もいます

が国内の外国人は 8 割が他国からです。「中国人が

新築マンションを買いあさっている」というのも実際に

は圧倒的に台湾人でした。 

政府が外国人対策で不法滞在（非正規滞在）

が多いようなことを言っていますが、その割合は

外国人の 2％以下です。 

そのなかにはあまりにひどい待遇で逃げ出した

実習生や親の離婚で在留資格を取り上げられた

子ども含まれています。 

外国人の生活保護が増えているというのは全く

のデマです。なかには下記の記事のように大手

サイトに金を払って嫌中記事をアップすることもあります。正しいデータ情報が重要です。 
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⑤ 外国人はなぜ日本にくるのか  インドネシアの例から 

これまでは日本側からだけ見てきました。しかしこれだけ多国籍化し、それぞれ国の事情が違うこ

とを見る必要があります。私は有識者会議是川先生の「日本側からだけ見ていてはだめだ」という

助言で、この 3 年間にベトナム、カンボジア、ミャンマー、フィリピン、インドネシアを調査しました。う

ちベトナム・ミャンマー・インドネシアは JP-MIRAI（責任あるが外国人労働者受け入れプラットフォー

ム）の主催でＩＬＯなど公的機関からの聞き取りもできました。また実習生の実家を訪問し家族の暮

らしぶりも見てきました。詳しい報告は別途公開していますが、以下、簡単な説明です。 

インドネシアの海外移住労働の現状 

インドネシアは東南アジアの南部で赤道を挟んで東西に長く、面積は日本の 5倍、最大 3億人

もの人が住んでいます。年中農作物ができるのでかつては非常に豊かな国でした。しかしその後の

世界経済発展のなかでは取り残され、人口の増加に国内産業が追い付いていません。現在は世

界中への移住労働が主要産業になっています。世界最大の移住労働国フィリピンと同レベル GDP

の 10％を移住労働収入が占めています。  

政府の移住労働施策も

拡充しています。中学ま

でが義務教育で、その後

全国各地に職業訓練校

が設置され海外に働きに

行っています。 

 日本企業と連携した訓

練校もあります。職業訓

練校は高卒資格となり、

専門学校や日本語学校

への入学もできます。 

日本ではインドネシア人が急増  

「外国人雇用状況」（2024.10） 

日本にいるインドネシア人は 2020年 53,396人か

ら 2023年 121,507人、2024年 169.539人（入国全

体の 7.4％）と増加しています。うち実習生が 93,545

人（55.2％）、特定技能 43,723人（25.8％）と外国人

労働者全体（実習生 20.4％、特定技能 9.0％）に比べ

てインドネシアは実習生・特定技能の割合が高くなっ

ています。 

実習生総数 74,879人のうち建設業が 27,346人、

農業が 6,218人でいずれも失踪率が高い職種です。入国者増に合わせて失踪者も増加 2022年

367人（3カ月以内所在地確認 357人）→2023 年 662人(〃661人)しています。 
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インドネシアから見た日本 

ベトナムでは日本への移住労働が 50％を占めていますがインドネシアの移住労働者数のうち日

本が占める割合は 2.9％で、香港 30％、台湾 27％と格段の差です。同様にフィリピンも日本向け

は 2.6％しかありません。そのため政府としては日本の位置づけはそれほど高くありません。

 

③各国の送り出し事情 

最大の送り出し国ベトナムは高齢化が始まり、従来のふ

たりっ子政策が中止され、将来を見据えて介護の取り組み

が始まっていました。 

カンボジアの農村では電気も水道も来ておらず液晶パネ

ルで電灯がつきワラ家が火事にならんくなったと言っていま

した。子どもはスマホを使えるようになりました。日本人が寄

付した井戸で水が飲めるようになったと喜んでいました。 

ミャンマーでは屋外での撮影が禁止されていました。徴兵

が拡大するなか平和な日本で働きたいという若者がたくさん

いました。 

インドネシアからは建設

技能実習生が 2.7 万人と

たいへん多くなっていま

す。建設業は言葉での作

業指示が多くコミュニケー

ションが課題です。この研修所では、日本は地方によって工具

の呼び方が違うことも教えていました。 
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 都市と農村の格差が送り出し圧力 

人口ピラミッドにあるようにアジアの各国は子どもの数

が多く、これを支えるだけの産業が不足しています。 

ベトナムとフィリピン・インドネシアの都市部には超高層

ビルが林立しています（右はジャカルタ）。どの国も都市と

農村の貧富の差が大きく農村部は貧粗です。日本の戦

後の出稼ぎと同じです。農業だけでは多くの家族を養っ

ていけません。日本にくる実習生の多くはこういう農村か

らの出稼ぎです。家族のために言葉のわからない外国に

行って働いています。 

 近年の日本では少ない大家族で高齢者の世話も家族

が行います。介護職場で利用者さんに親しまれるのもそ

のためです。 

「ガイコクジン」とみるのでなく、同じ人間として接するこ

とが重要です。 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ  

 

 

Ⅵ 外国人介

護労働者 

 

 

 


